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自主財源
2,889億円

41.9%依存財源
4,010億円

58.1%

県税
1,116億円

(16.2%)

地方消費税清算金
623億円（9.0%）

諸収入
468億円
(6.8%) 繰入金

543億円（7.9%）

その他
139億円（2.0%）

地方交付税
2,096億円
(30.4%)

国庫支出金
1,046億円
(15.2%)

県債
563億円
(8.2%)

その他
306億円（4.4%）

令和８年度一般会計当初の予算

総 額
6,900 億円

（内訳）
使用料及び手数料 93億円（1.4%）
分担金及び負担金 23億円（0.3％）
財産収入 15億円（0.2％）

（内訳）
地方譲与税250億円（3.6%）
地方特例交付金53億円（0.8％）
交通安全対策
特別交付金3億円（0.0％）

※1億円未満は四捨五入
金額合計、構成割合については
四捨五入の関係で内訳と合計が
一致しないことがあります。

県 税 デ ー タ 

（参考） 

■自 主 財 源・・・県が自分で賄うことができる財源。県税がおよそ４割を占めます。 

■依 存 財 源・・・自主財源以外のもので国から受ける財政援助等です。 

■国庫支出金・・・地方公共団体の経費に充てるための国からの補助金等です。 

■地方交付税・・・地方財政の均衡を図ることを目的に、国税のうち所得税、法人税、酒税、消費税及びたばこ

税のそれぞれの一定割合の額が国から地方公共団体に交付されるものです。 

■地方譲与税・・・国が徴収した特定の税を一定の基準により地方団体に譲与するものです。地方揮発油譲与

税、石油ガス譲与税、航空機燃料譲与税、特別法人事業譲与税などがあります。 

■県    債・・・公共施設、学校等の大規模な建設事業や災害復旧事業などを行う場合、単年度に多額の財

源を必要とし、その年度の財源のみでは事業実施が困難な場合があります。この不足財源

は、政府資金や市中銀行等からの借入れにより調達されます。これを県債といいます。 

 県の予算 
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県税の令和８年度の当初予算は、約 1,116 億円で、県民税、事業税及び自動車税で

68％を占めています。 
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（注）各年度の決算額で対比しています。 

県税歳入予算 

一般会計歳入に占める県税の割合 
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１世帯当たりの負担額

１人当たりの負担額

（注）平成 30～令和６年度 決算額 

令 和 ７ 年 度      最終予算額 

令 和 ８ 年 度      当初予算額 

各年度の４月１日現在の推計人口及び世帯数により算出しています。 

   （法人県民税、法人事業税を除く。） 

１世帯・１人当たりの負担額の状況 
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普通税

直接税

県民税

個人県民税

法人県民税

県民税利子割

県民税配当割

県民税株式等譲渡所得割

事業税
個人事業税

法人事業税
不動産取得税

自動車税

鉱区税

県固定資産税

間接税

地方消費税

県たばこ税

ゴルフ場利用税

軽油引取税

目的税

直接税 狩猟税

間接税 産業廃棄物税

 

※森林環境税は通称であり、個人県民税均等割及び法人県民税均等割の超過課税として課税されています。 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※宮崎県水と緑の森林づくり税は通称であり、個人県民税均等割及び法人県民税均等割の超過課税として課税されています。  

 
［使いみちによる分類］ 

・普通税･･･税金の使いみちが特定されていない税金 

・目的税･･･税金の使いみちが特定されている税金 

［納める方法による分類］ 

・直接税･･･税金を納める義務のある人と、その税金を実質的に負担する人とが同一人である税金 

・間接税･･･税金を納める義務のある人と、その税金を実質的に負担する人とが異なる税金 

県   税 

税金には、国に納める「国税」と地方公共団体に納める「地方税」とがあります。 

地方税はさらに、都道府県に納める「都道府県税」と市町村に納める「市町村税」に分かれます。 

（法定外目的税） 

（大規模の償却資産） 

 税金の種類 
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国税 
国   税 

-5-



 

 
 

 

 
 
 

 
 

普通税

直接税

市町村民税
個人市町村民税

市町村に住所のある個人等に
課税されます。

法人市町村民税
市町村に事務所・事業所など
のある法人に課税されます。

固定資産税 土地・家屋や事業に使う機械などの償却資産に課税
されます。

軽自動車税 原動機付自転車・軽自動車・小型特殊自動車・二輪
の小型自動車に課税されます。

鉱産税 鉱物の採掘事業に課税されます。

特別土地保有税 一定の土地を取得・所有するときに課税されます。

間接税 市町村たばこ税
日本たばこ産業（株）等が、その市町村のたばこ小
売業者にたばこを売り渡すときに課税されます。

目的税

直接税

都市計画税 都市計画区域内にある土地・家屋に課税されます。

国民健康保険税
国民健康保険の被保険者である世帯主に課税されま
す。

事業所税 事務所・事業所などで行う事業に課税されます。

水利地益税 水利や林道の事業などによって特に利益を受ける土
地・家屋に課税されます。

共同施設税 共同作業場等によって特に利益を受ける人に課税さ
れます。

宅地開発税 市街化区域などで宅地開発を行う人に課税されます。

間接税 入湯税 温泉の入浴に課税されます。

地方税

県税 県庁税務課 県税・総務事務所

市町村税 市役所・町村役場

国税

国税庁 国税局 税務署

税関

○国税・地方税の機構 

市 町 村 税 
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